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平成14年11月20日 

平成 15 年 3 月期 ７．個別中間財務諸表の概要       
上場会社名 株式会社 岡村製作所    上場取引所 東 大 
コード番号 7994       本社所在都道府県 

（ＵＲＬ http://www.okamura.co.jp/ ）    神奈川県 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 中村 喜久男 
問合せ先責任者 役職名 取締役経理部長 氏名 佐藤 潔  TEL(045)319－3445 
中間決算取締役会開催日 平成14年11月 20日 中間配当制度の有無   有 

中間配当支払開始日   平成14年12月 10日 単元株制度の採用の有無 有（１単元 1,000株） 

 
１． 14 年9月中間期の業績(平成14 年4月1 日～平成14年 9月30 日) 

(1) 経営成績                  (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 
14 年9月中間期 ７７,７９３ （△3.5） １,２６０ (△51.5) １,４３７ (△45.4) 
13 年9月中間期 ８０,５８０ （△6.9） ２,５９９ (△27.3) ２,６３３ (△27.5) 
14 年3月期 １５６,２５０ （△15.7） ３,３０６ (△57.6) ３,０６９ (△60.8) 

 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円 ％ 円  銭 
14 年9月中間期 ６２３ (△50.5)  ５  ５５ 
13 年9月中間期 １,２５９ ( － ) １１  ２１ 
14 年3月期   ８４８ (△26.8)  ７  ５５ 

 

(注)①期中平均株式数14年9月中間期112,369,558株  13年9月中間期112,389,660株 
  14年3月期112,386,285株 
    ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
 

 円 銭 円 銭 
14 年9月中間期 ２ ５０ ――――― 
13 年9月中間期 ２ ５０ ――――― 

 

14 年3月期 ――――― ５ ００  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％  円  銭 
14 年9月中間期 １３８,１３７ ４８,８１１ ３５.３ ４３４ ４３ 
13 年9月中間期 １４２,０７６ ４９,０４８ ３４.５ ４３６ ４１ 
14 年3月期 １４２,８１４ ４８,００３ ３３.６ ４２７ １６ 
(注)①期末発行済株式数   14年9月中間期 112,356,401株   13年9月中間期 112,389,883株   14年3月期 112,377,052株 
  ②期末自己株式数     14年9月中間期      35,129株   13年9月中間期       1,647株   14年3月期      14,478株 
 
２．15年 3月期の業績予想(平成 14年4 月1日～平成15年3 月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 
通 期 １６３,０００ ３,９００ １,９００ ２ ５０ ５ ００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  16円 91銭 

※上記の予想につきましては、発表日現在の見通しに基づくものであり、今後の不確定な要因により実際の業績が予想数値と異なる
場合があります。 
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８．個別中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表  

（単位：百万円） 
期   別 当中間期 

 
(平成 14年9月30日現在) 

前中間期 
 
(平成 13年9月30日現在) 

前期の要約 
貸借対照表 

(平成 14年3月31日現在) 
科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％ 

Ⅰ．流 動 資 産 ６５,０３２ 47.1 ６７,３７３ 47.4 ７０,６３９ 49.5 

現 金 お よ び 預 金 １５,２２１  １４,９０１  １６,７８９  

受 取 手 形 ８,３１５  ９,０３８  ７,９４２  

売 掛 金 ２９,２６４  ２９,８００  ３３,６５４  

有 価 証 券 ２２２  ２４３  ２２２  

た な 卸 資 産 ９,７４１  １１,８２９  １０,１０６  

未 収 入 金 ２５１  ３２５  ６３４  

繰 延 税 金 資 産 ９１２  ７６２  ３２０  

そ の 他 １,４２６  ７３１  １,３３６  

貸 倒 引 当 金 △３２３  △２６０  △３６８  

       

Ⅱ.固 定 資 産 ７３,１０５ 52.9 ７４,７０３ 52.6 ７２,１７５ 50.5 

１．有形固定資産 ４４,２４２ 32.0 ４５,８２１ 32.2 ４４,７９５ 31.3 

建 物 １４,９８９  １６,２０３  １５,５３７  

機 械 お よ び 装 置 ５,８１１  ６,０４９  ５,６８６  

土 地 ２０,７６２  ２０,７６２  ２０,７６２  

建 設 仮 勘 定 ２２  １９  ４９  

そ の 他 ２,６５６  ２,７８５  ２,７５９  

       

２．無形固定資産 １,６９４ 1.2 １,８１４ 1.3 １,８３０ 1.3 

       

３．投資その他の資産 ２７,１６８ 19.7 ２７,０６７ 19.1 ２５,５４９ 17.9 

投 資 有 価 証 券 １９,４１３  １９,０４７  １７,４７５  

繰 延 税 金 資 産 １,５０３  １,１１２  １,５２２  

そ の 他 ７,０４６  ７,９２６  ７,３４７  

貸 倒 引 当 金 △７９４  △１,０１９  △７９５  

       

       

資  産  合  計 １３８,１３７ 100.0 １４２,０７６ 100.0 １４２,８１４ 100.0 
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（単位：百万円） 
期  別 当中間期 

 
(平成 14年9月30日現在) 

前中間期 
 
(平成 13年9月30日現在) 

前期の要約 
貸借対照表 

(平成 14年3月31日現在) 
科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  ％  ％  ％ 

（ 負 債 の 部 ）       

Ⅰ.流 動 負 債 ６２,８９４ 45.6 ６７,４４４ 47.5 ６４,６５７ 45.3 

支 払 手 形 １２,８２７  ２１,０４２  １６,４１４  

買 掛 金 ２１,８３３  １１,８１４  １８,７３１  

短 期 借 入 金 １３,５００  １２,７００  １４,３００  

一 年 内 返 済 予定長期借入金 ６,６８５  ２,０３０  ６,４７５  

一 年 内 償 還 予 定 社 債 ３,０００  １５,０２４  ５,０００  

未 払 法 人 税 等 １,６００  ７２６  １０５  

賞 与 引 当 金 １,６００  １,８８０  １,１７０  

そ の 他 １,８４７  ２,２２７  ２,４６１  

Ⅱ．固 定 負 債 ２６,４３１ 19.1 ２５,５８３ 18.0 ３０,１５４ 21.1 

社 債 １４,０００  ７,０００  １７,０００  

長 期 借 入 金 ３００  ６,６８５  １,１００  

退 職 給 付 引 当 金 １０,０７４  ９,８００  ９,９５６  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ３６７  ３９８  ４２２  

長 期 預 り 金 １,６８９  １,６９５  １,６７５  

そ の 他 －  ３  －  

負  債  合  計 ８９,３２６ 64.7 ９３,０２８ 65.5 ９４,８１１ 66.4 

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ．資  本  金 － － １８,６７０ 13.1 １８,６７０ 13.1 

Ⅱ．資 本 準 備 金 － － １６,７５９ 11.8 １６,７５９ 11.7 

Ⅲ．利 益 準 備 金 － － １,８７４ 1.3 １,８７４ 1.3 

Ⅳ．その他の剰余金 － － １３,１００ 9.2 １２,４０８ 8.7 

１．任 意 積 立 金 －  １１,４１２  １１,４１２  

２．中間（当期）未処分利益 －  １,６８８  ９９５  

Ⅴ．その他有価証券評価差額金 － － △１,３５５ △0.9 △１,７０１ △1.2 

Ⅵ．自 己 株 式 － － △１ △0.0 △８ △0.0 

       

Ⅰ．資  本  金 １８,６７０ 13.5 － － － － 

Ⅱ．資 本 剰 余 金 １６,７５９ 12.1 － － － － 

資 本 準 備 金 １６,７５９  －  －  

Ⅲ．利 益 剰 余 金 １４,６２５ 10.6 － － － － 

利 益 準 備 金 １,８７４  －  －  

任 意 積 立 金 １１,６６５  －  －  

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 １,０８６  －  －  

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 △１,２２３ △0.9 － － － － 

Ⅴ．自 己 株 式 △２１ △0.0 － － － － 

資  本  合  計 ４８,８１１ 35.3 ４９,０４８ 34.5 ４８,００３ 33.6 

負 債 ・ 資 本 合 計 １３８,１３７ 100.0 １４２,０７６ 100.0 １４２,８１４ 100.0 

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（２）中間損益計算書  
(単位：百万円) 

当 中 間 期 
自 平成 14年4月 1日 
至 平成 14年9月30日 

前 中 間 期 
自 平成 13年4月 1日  
至 平成 13年9月30日 

前期の要約損益計算書 
自 平成 13年4月 1日 
至 平成 14年3月31日 

期    別  
 
 

 科    目 金  額 百 分 比 金  額 百 分 比 金  額 百 分 比 

  (%)  (%)  (%) 

Ⅰ 売   上   高 ７７,７９３ 100.0 ８０,５８０ 100.0 １５６,２５０ 100.0 

Ⅱ 売  上  原  価 ５６,６３１ 72.8 ５７,９３０ 71.9 １１２,９０８ 72.3 

売 上 総 利 益 ２１,１６１ 27.2 ２２,６５０ 28.1 ４３,３４１ 27.7 

Ⅲ 販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費 １９,９００ 25.6 ２０,０５１ 24.9 ４０,０３５ 25.6 

営 業 利 益 １,２６０ 1.6 ２,５９９ 3.2 ３,３０６ 2.1 

Ⅳ 営  業  外  収  益 ５８５ 0.7 ５１９ 0.6 ９２０ 0.6 

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 １７０  １４２  ２０１  

そ の 他 ４１５  ３７６  ７１８  

Ⅴ 営  業  外  費  用 ４０８ 0.5 ４８４ 0.6 １,１５６ 0.7 

支 払 利 息 ３５４  ４５０  ８７１  

そ の 他 ５４  ３４  ２８５  

経 常 利 益 １,４３７ 1.8 ２,６３３ 3.2 ３,０６９ 2.0 

Ⅵ 特 別 利 益 ２ 0.0 ２３０ 0.3 ２４９ 0.1 

固 定 資 産 売 却 益 １  ７  ８  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 １  ２２３  ２４１  

Ⅶ 特 別 損 失 ２４４ 0.3 ４８７ 0.6 １,３９１ 0.9 

固 定 資 産 除 却 損 ５１  １３４  １９５  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 １０  １３  １８９  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ９３  ３２１  ９７０  

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損 ８８  １７  ３６  

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 １,１９５ 1.5 ２,３７７ 2.9 １,９２８ 1.2 

法 人 税 ､ 住 民 税 お よ び 事 業 税 １,４９０ 1.9 ６７０ 0.8 ３５０ 0.2 

法 人 税 等 調 整 額 △９１８ △1.2 ４４７ 0.5 ７３０   0.5 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ６２３ 0.8 １,２５９ 1.6  ８４８ 0.5 

前 期 繰 越 利 益 ４６２  ４２８  ４２８  

中 間 配 当 額 －  －  ２８０  

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 １,０８６  １,６８８  ９９５  

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

( ) ( ) ( ) 



 

 

- 5 - 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準および評価方法 

（１） 有価証券 

① 子会社株式および関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

  時価のあるもの 

  中間期末日の市場価格等に基づく時価法 

       （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

       移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ 

時価法 

（３）たな卸資産 

移動平均法による原価法 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法によっ

ております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

（２） 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。 

 

３． 引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

① 一般債権 

貸倒実績率法によっております。 

② 貸倒懸念債権および破産更生債権 

財務内容評価法によっております。 

 

（２） 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当中間期に負担すべき金額を引当計上しており、その計上基準は支給見込額の

当中間期対応負担額であります。 

 

（３） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間期末において

発生していると認められる額を計上しております。過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１５年）による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異については、各期の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しております。 

 

（４） 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

４． 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
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５． リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

追加情報 

（自己株式および法定準備金取崩等会計） 
当中間期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用しております。これによる当

中間期の損益に与える影響は軽微であります。 

 
（中間貸借対照表関係） 
中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

 

（手形支払から一括ファクタリングシステムへの変更） 
平成14年2月支払分より、一部仕入先等への支払方法を手形から一括ファクタリングシステムによる支払いへ移行しまし

た。この結果、従来と同一の方法によった場合と比べ以下の科目の金額が増減しております。 

 
 当中間期 前中間期 前期 
 (百万円) (百万円) (百万円) 

 
     支払手形 △９,４５０ － △３,６３５ 

買掛金 ９,３７５ － ３,５９３ 
     流動負債 その他 ７５ － ４１ 
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注 記 事 項 
 (当中間期)   （前中間期） (前期) 

（中間貸借対照表関係）       

１．有形固定資産減価償却累計額               59,678 百万円 57,327 百万円 58,481 百万円 
２．担 保 に 供 し て い る 資 産               16,865 百万円 17,593 百万円 17,146 百万円 
３．保 証 債 務               4 百万円 90 百万円 35 百万円 
４．自 己 株 式 数               35,129 株 1,647 株 14,478 株 
５．中間期末日満期手形の会計処理               － 当中間期末日は金融機関 当期末日は金融機関 
  の休日であったため、 の休日であったため、 
  次の中間期末日満期 次の期末日満期手形を 
  手形を中間期末残高 期末残高から除いて 
  から除いております。 おります。 
   受取手形  受取手形  
   1,216 百万円 1,130 百万円 
   支払手形  支払手形  

   1,665 百万円 1,409 百万円 

（中間損益計算書関係）       

       
  減 価 償 却 実 施 額 1,656 百万円 1,789 百万円 3,693 百万円 
       
       

（リース取引関係）       

       
所有権移転外のファイナンス・リース取引 
       
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間期末(期末)残高相当額 
取 得 価 額 相 当 額 2,721 百万円 3,116 百万円 2,907 百万円 
減価償却累計額相当額 1,553 百万円 1,895 百万円 1,525 百万円 
中間期末(期末)残高相当額 1,167 百万円 1,220 百万円 1,382 百万円 
       
２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 
１ 年 内 529 百万円 580 百万円 537 百万円 
１ 年 超 1,156 百万円 1,178 百万円 1,305 百万円 

合 計 1,686 百万円 1,759 百万円 1,843 百万円 
       
３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 
支 払 リ ー ス 料 313 百万円 345 百万円 661 百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額 346 百万円 344 百万円 721 百万円 
支 払 利 息 相 当 額 18 百万円 20 百万円 39 百万円 
       

４．減価償却費相当額および支払利息相当額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を１０％として定率法により求めた償却費に

１０／９を乗ずる方法によっております。 

 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。 

 

 

（有価証券関係） 
 

当中間期、前中間期および前期のいずれにおいても子会社および関連会社様式で時価のあるものはありません。 

 

 


